
柏崎技術開発振興協会ものづくりチャレンジ支援事業 
 

－ 令和２年度（２０２０年度） 公募要領 － 
 

１ 事業の目的 

  製品開発又は生産技術の開発等のものづくりにチャレンジする経費を助成することにより、製

品又は技術の高付加価値化、生産効率の向上及び新たな事業展開や新分野への進出を支援します。 

 

２ 助成対象事業  

区分 内容 

産学共同研究枠 
大学等・公設試験研究機関との共同研究契約（委託研究契約、奨励寄附等

を含む。）に基づく研究開発事業 

一般枠 産学共同研究枠、ＩｏＴ実装推進枠及び生産性改善枠以外の研究開発事業 

ＩｏＴ実装推進枠 
製造現場における業務改善や業務改革のためのＩｏＴ導入事業 

※普及啓発のモデル事業とし、工場見学の受入れが可能であること。 

生産性改善枠 自社内における生産効率の向上などコスト削減等に資する改善事業 

  ※令和３年（２０２１年）３月１５日までに助成事業が完了することが必要です。 

 

３ 助成対象者 

 ⑴ 産学共同研究枠、一般枠及びＩｏＴ実装推進枠 

   中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者（個人事業者を含む。）で、次のいずれか

に該当するもの 

  ア 柏崎商工会議所機械金属工業部会又は一般工業部会のいずれかを主たる所属部会とするも 

  の 

  イ 柏崎市内に事業所を有する者で前号に規定する部会の対象業種に該当するもの 

  ウ 前２号に該当する者を経理責任者とするグループ 

 ⑵ 生産性改善枠 

   ⑴に該当するもののうち、中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者に準ずる事

業者（従業員数が５０人以下）のもの 

 

４ 助成率、助成限度額及び採択件数 

区分 助成率 助成限度額 採択件数 

産学共同研究枠 ２/３ ３００万円 １件 

一般枠 ２/３ ３００万円 １件 

ＩｏＴ実装推進枠 ２/３ １００万円 ２件 

生産性改善枠 １/２ ５０万円 １件 

  備考 

１ 助成金は、１，０００円未満切捨てとなります。 

２ 申請がない区分があった場合は、採択件数を変更する場合があります。 



５ 助成対象経費 

経費区分 内容 

機械装置費 

機械装置・工具器具の購入、製造、改良、据付、借用、修繕に要する経費

（汎用性が高く、使用目的が特定できない、又は量産が目的であるとみな

されるものは、除く。） 

原材料費 

研究開発等の実施に直接使用し消費される原料、材料及び副資材の購入に

要する経費（鋼材、機械部品、電気部品、化学薬品、試験用部品等をいう。

ただし、量産に使用するものは、除く。） 

委託外注費 

設計、デザイン、製造、改良、加工、試験分析（機器等使用料を含む。）、

実験、技術コンサルタント、システム開発の初期費用等に要する経費（委

託外注先が機械装置を購入し、又は借用して導入する費用等は、除く。） 

共同研究費 
大学等・公設試験研究機関との共同研究契約（委託研究契約、奨励寄附等

を含む。）に基づく研究費 

調査研究費 
資料購入、情報収集（マーケティング調査費、特許等の調査費）に要する

経費 

備考 

  １ 大学等とは、学校教育法第１条に規定する大学及び高等専門学校、同法第 124条に規定す

る専修学校をいいます。 

  ２ 公設試験研究機関とは、国、都道府県、独立行政法人通則第２条第１項に規定する独立行

政法人及び地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人の設置する公設試

験研究機関をいいます。 

  ３ 人件費、旅費交通費、機械装置・原材料・副資材に係る輸送費及び運搬費、振込手数料等

は、対象外とします。 

４ 消費税及び地方消費税は、対象外とします。 

 

６ 申請書類 

  次の書類を各７部（１部は、原本。６部は、コピー可）提出してください。 

 ⑴ 事業計画認定申請書・事業計画書 

 ⑵ 経費の見積書及び仕様書の写し 

 ⑶ 柏崎市が発行する完納証明書  

※ 同一法人・同一事業者による事業計画書の提出は、１件に限ります。 

 ※ 提出書類は、返却しません。上記以外に追加資料の提出を求める場合があります。 

 

７ 申請書類の提出 

  【申請期間】４月１日（水）から５月１５日（金）まで（土曜、日曜及び休日を除く。） 

  【受付時間】午前８時３０分から午後５時１５分まで（※要持参） 

  【申請窓口】柏崎市産業振興部ものづくり振興課（柏崎市中央町５番５０号） 

 

 



８ 協会技術アドバイザーによる指導助言 

  申請書類の提出後、協会技術アドバイザーが申請内容を実地に聴き取り、申請書の書き方等に

ついて指導助言を行います。この指導助言により６月１２日（金）までの再提出に限って申請書

の補正を可とします。 

なお、この指導助言は、今後の国又は県等の競争的資金の活用を含めた補助金申請に当たって、

事業計画書の書き方・ポイント等の一般的な留意事項を指導するものであり、ものづくりチャレ

ンジ支援事業の採否には一切関係しません。採否は、「９ 審査基準」に基づき、厳正に行います。 

【訪問期間】５月１８日（月）から随時（※事務局から連絡し、日程調整します。） 

 

９ 審査基準 

  次の評価項目、内容及び配点（３０点満点）に基づき、複数の審査員により審査を行います。

採択事業は合計点数の上位から決定し、同点の場合は、独創性に係る配点が高いものとします。 

 ⑴ 産学共同研究枠及び一般枠    

評点項目 評価基準 産学共同研究枠 一般枠 

独創性 
従来の技術・製品との比較 
基本的な技術、アイデアの水準 
商品化のための応用技術の活用・展開 

点数配分 １０点 
点数配分 １０点 

採択点数  ６点 

開発体制 

自社内における研究開発組織・人材 
外部企業・期間との連携体制 
研究開発の難易度と開発経費のバランス 
開発担当者の意欲 

点数配分 １０点 
点数配分  ５点 

採択点数  ３点 

市場性 
市場の要求 
市場の規模・需要見込み 
採算性・成長性 

点数配分  ５点 
点数配分  ５点 

採択点数  ２点 

事業化体制 

事業化のための組織・人材 
事業資金の確保 
販売チャンネルの確立 
費用対効果 

点数配分  ５点 
点数配分  ５点 

採択点数  ２点 

地域貢献度 
自社内における開発・事業化のウエイト 
外注先の市内企業の割合 
事業化による地域への波及効果 

 点数配分  ５点 

合   計 点数配分 ３０点 
点数配分 ３０点 

採択点数 １３点 

採択基準 

産学共同研究枠…合計点数の審査員平均が１８点以上 

一般枠……………合計点数の審査員平均が１８点以上 かつ  

各項目点数の審査員平均が採択点数以上 

 

 ⑵ ＩｏＴ実装推進枠及び生産性改善枠    

評点項目 評価基準 
ＩｏＴ実装推進枠 
生産性改善枠 

独創性 
従来及び他の技術・方式との違い 
技術・方式そのものの水準 
改善の着眼点 

点数配分 １０点 



優位性 
従来及び他の技術・方式との生産性の比較 
生産工程の省力化 
自社経営資源の強化 

点数配分 １０点 

開発体制 

自社内における研究開発組織・人材 
自社製造と外部委託のバランス 
研究開発の難易度と開発経費のバランス 
開発担当者の意欲 

点数配分 １０点 

合   計 点数配分 ３０点 

採択基準 合計点数の審査員平均が１５点以上 

 

１０ スケジュール・手続等 

  助成金の交付決定に当たり、次の手順で審査を実施します。 

 ⑴ 申請書類の確認 

   申請窓口において、提出された申請書類の記載内容や添付書類の有無等の確認を行います。 

 ⑵ 有識者等によるヒアリング・審査の実施 

   提出された申請書類を基に、個別面談形式によるヒアリングを実施します。ヒアリングは、

事業計画書に基づく事業概要の説明を２０分程度、質疑応答を２０分程度予定しています。 

事業計画書の説明は、パワーポイントを使ったプレゼンテーションも可能です。 

ヒアリングは、６月下旬に実施します。日程は、別途通知します。 

⑶ 採択又は不採択の通知 

  ⑵の結果を踏まえ、協会において最終的な審査を実施し、助成対象事業、助成対象事業者、

交付決定額を決定します。事業計画書の提出者全員に対し、採択又は不採択について書面によ

り７月上旬にお知らせします。なお、審査の結果は、協会ウェブサイトにて公表します。 

 ⑷ 交付申請（以下、採択者のみの手続になります。） 

   採択通知を受領後、郵送又は直接持参により、交付申請書を提出してください。 

【提出書類】 

   ・交付申請書 ・事業計画認定通知書  

 ⑸ 交付決定の通知 

   交付申請書を受理後、書類審査を踏まえて、交付決定を書面により通知します。 

 ⑹ 助成事業の実施 

   交付決定通知書の受理後、助成事業を実施してください。助成対象経費は、交付決定通知書

の日付以降に発注したものが対象になりますので、注意してください。 

 ⑺ 実績報告及び現地調査 

機械装置等の設置が完了し、支払完了後に実績報告書を提出してください。 

【提出書類】 

・実績報告書 

・助成対象経費の領収書等支出証拠書類の写し 

・助成事業の成果を写真に収めたもの 

 ⑻ 助成金の支払 



   実績報告書の受理後、当該機械装置の設置に係る現地調査を実施します。現地調査の実施後、

おおむね１５日後に助成金を支払います。 

 

１１ 事業計画書の記入要領 

  審査基準の視点に留意しながら、記入例を参考に記載してください。助成事業の内容・期待さ

れる効果等について、分かりやすく図表や写真等を用いた別紙資料を用意していただいても構い

ません。 

 


